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2021 年軍事クーデター直後の滞日ビルマ人の政治的トランスナショナリズムの諸相

1．問題設定 
――社会イノベーションと国際移民に 
よる政治的トランスナショナリズム

国際移民はいかなる社会イノベーションをもた
らす存在と言えるのだろうか。イノベーションと
は，一般的に「これまでにはなかったもの，存在
しなかったもの／こと（あるいは価値）を新たに
生み出すこと」であり，「何ものかを初めて考案
する『発明』というよりも，これまでのあり方を

『革新する』という意味合いが強」く，「既存のも
の（思考・行動・制度など）をドラスティックに

（＝劇的に）変えること」と捉えられる［西原 
2021: 7-8］。イノベーションとは社会の思考・行動・
制度などを変化・革新させることであり，その主
体や社会への働きかけ方には様々な在り様が想定
されうる。本稿はイノベーション概念を社会に対
するイノベーションという観点から社会イノベー
ションと捉え，国際移民が出身国社会の思考・行
動・制度などに与える変化・革新に焦点を当てて
考察したい。とくに国際移民が出身国社会との間
で構築する越境的社会関係に着目するトランスナ
ショナリズム研究の観点から議論を進める。

国際移民研究におけるトランスナショナリズム
研究とは，様々なアクターが協働や対立を伴いな
がらも国境を越えた越境的社会関係を取り結ぶこ

とで，国民国家を分析単位としては捉えきれない
経済・政治・社会文化過程が進行していることを
見出す研究視角である［小井土 2005］。そこでし
ばしば参照されるのは，国際移民が出身国社会に
果たす経済的影響力であろう。国際移民による海
外送金や経済投資の総額は拡大し，これらが移民
出身国の国内総生産の一定割合を占める国も少な
くはない。移民出身国の経済構造は国際移民の経
済力に依存する傾向が強まり，移民による経済的
貢献を促す社会制度を整備するなど移民経済を前
提とした社会経済構造への移行が進んでいる。ま
た 2010 年代中盤において国連加盟国の半数以上
が国際移民（在外自国民）の処遇を規定する専門
部門を設けており，移民出身国に限らず移民受入
国を含む幅広い国々で移民の存在感の高まりが見
える［Gamlen et al. 2019］。移民の国境を越え
た活動は北米から欧州，アジア・アフリカに至る
まで幅広く実践され，世界各地で国際移民が出身
国社会に果たす越境的な影響力が注目されている
のである［西原・樽本編 2016］。

しかし，国際移民と出身国社会との関係が常に
友好的であり続けるとは限らない。国際移民は出
身国の経済・政治・社会文化構造に変化や革新を
求め，時にそれが圧力となるなど国際移民と出身
国社会の関係は対立・衝突することもある。その
実例は政治領域における越境的関係に着目する政
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治的トランスナショナリズム研究に見いだせよ
う。

政治的トランスナショナリズムについて，移民
出身国と受入国とをまたぐ越境性に着目して整理
した Østergaard-Nielsen［2003: 761-763］の類
型を踏まえつつ整理しよう。ひとつに「移民政治

（Immigration Politics）」がある。移民や難民が
移民受入国で取り組む政治活動を指し，受入国に
おける政治的・経済的・社会的権利の取得，差別
や類似行為への抵抗などを含む。そして出身国政
府が国際移民（在外自国民）の法的・社会経済的
地位の改善を求めて受入国に関与するとき，移民
政治は越境性を帯びる。他方で，「出身国政治

（Homeland Politics）」がある。移民や難民によ
る出身国社会の国内政策や外交政策に関する政治
活動を指し，出身国の政治体制や外交政策に対す
る抗議や支持を含む。国際移民の出身国における
法的・政治経済的地位が問題となり，移民集団に
有利な投資枠組みや税サービスの導入，年金制度
などの社会保障制度，在外投票や被参政権などの
政治制度などが取り上げられる。出身国政治は，
出身国社会から見た在外自国民・出移民を対象と
し，出移民政治（Emigrant Politics）やディア
スポラ政治（Diaspora Politics）の政治領域とも
重なるものである 1）。

国際移民による政治的トランスナショナリズム
は，移民受入国に居住する移民集団（在外自国民）
と出身国政府・社会との間での相互関係が一つの
論点となる。社会イノベーションの視点を踏まえ
るならば，国際移民がどのような政治行動を通じ
て出身国政府・社会に対して変化や革新を求める
かが課題となるだろう。

ところで，なぜ国際移民は出身国社会に向けた
政治行動に取り組むのか。しばしば参照される枠
組みとして，遠隔地ナショナリズムの視点がある

［Anderson 1992=1993］。遠隔地ナショナリズム
に基づけば，電話やインターネットなどを介する
ことで，国際移民が出身国からはるか遠くに滞在
しながらも出身国に愛着を抱き続けることが可能
になった。出身国とのつながりが保たれ出身国へ
の愛着から政治行動が発生することになる。

ところが，こうした説明では政治行動に参画す
る移民集団の存在を実態視する傾向がある。政治
的動機や不満を持った移民集団が存在し，メディ
アがこれを媒介することで彼らが積極的に政治行
動をとるという図式となるからだ。一方で移民集
団を取り巻く制度的環境や社会変動などの要因が
軽視されてしまう傾向もある。政治行動は参加者
の動機だけではなく，彼らの行動を支える資源の
状態や活用も重要な論点となる。そこで本稿は移
民集団の政治行動がいかなる資源を動員できてい
るかを軸に政治的トランスナショナリズムの様相
を 捉 え た い［Brubaker 2005, Betts and Jones 
2016］。

本稿では出身国社会の政治体制に対して積極的
な抗議行動を実践する滞日ビルマ（ミャンマー）
人の政治的トランスナショナリズムを検討する。
2021 年 2 月にビルマでは軍事クーデターが生じ，
日本を含めて在外ビルマ人からの激しい抵抗運動
が生じていることは記憶に新しい。本稿は 2021
年軍事クーデターという出来事に対し，滞日ビル
マ人がいかなる資源を用いて抗議行動を成り立た
せているかを考察する。そのうえで，国際移民が
出身国社会に与えるイノベーションの可能性を検
討する。なお本稿は，著者がこれまで日本及びビ
ルマにて実施してきたフィールド調査や参与観察
などで得られたデータ，メディア情報などを用い
て議論を進める。

すでにビルマで発生した軍事クーデターをめ
ぐっては，池田［2021］，長田［2021a，2021b］，
工藤［2021］，中西［2021］などがいち早く経緯
や背景を論じているが，ビルマの政治情勢の分析
に重心が置かれるため，軍事クーデターに抵抗す
る在外ビルマ人の動向は部分的な考察となってい
る。本稿は日本の動きを中心に滞日ビルマ人によ
る抗議行動を論じ，軍事クーデターの分析に寄与
することも目指したい。
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2．2021 年軍事クーデターの背景 
―民政移管から軍政期の再来へ？

2.1. 2011 年民政移管と 2020 年国政選挙
まず事例の背景として，ビルマの政治情勢を整

理しよう。ビルマは 1948 年に英国植民地から独
立するも，1962 年の軍事クーデターにより長く
軍事政権の時代が続いてきた。軍政期にビルマの
政治経済は大きく疲弊したことから国民の不満は
高まり，1988 年に全国的な民主化運動が展開さ
れる。軍政が民主化運動に激しい弾圧を加えたた
め，民主活動家，学生，少数民族出身者らが政治
的保護を求めて海外に離脱していった。その後
1990 年から 2010 年までにかけて幾度も民主化を
求める行動が生じたが，度重なる弾圧によって軍
政は継続してきた。大きく状況が変わるのは，
2010 年国政選挙を経て 2011 年に樹立されたティ
ンセイン政権期である。ティンセイン政権では政
治囚の解放，メディアの検閲廃止などが進められ，
徐々に民政移管が進むことになった。長年軟禁下
にあったアウンサンスーチー氏も解放され，2012
年補欠選挙で当選して国会議員として活動する。
そして 2015 年国政選挙では当時野党であった国民
民主連盟（NLD: National League for Democracy）
が圧勝して政権交代が実現し，2016 年には NLD
が主導する文民政権が樹立された。NLD 政権で
も経済成長が進むとともに，日本を含む海外から
祖国に帰国する人々も見られるなど［人見 2017, 
2021］，ビルマの政治情勢は大きく変化すること
となった。

NLD 政権の実績を審判する機会となったのが，
2020 年国政選挙であった。結果は 8 割以上の議
席を獲得して NLD の圧勝となる。そして 2021
年 2 月，第二次 NLD 政権が始まろうとする矢先
に，国軍による軍事クーデターが発生して事態は
急変してしまう。

2.2. �軍事クーデターの発生―拡大する抗議行動
と不安定化するビルマ情勢

軍事クーデターが発生したのは，新議会の招集
日 2 月 1 日であった（表 1）。同日早朝に国軍は

アウンサンスーチー国家顧問，ウィンミン大統領
や閣僚・国会議員らを拘束した。ミンスウェ副大
統領が暫定大統領に就任して，2008 年憲法に基
づく非常事態宣言を発令。ミンアウンフライン国
軍最高司令官に立法・司法・行政三権の権限が移
譲され，同司令官をトップとする国家統治評議会

（SAC: State Administration Council）が設立さ
れ，再び国軍が政権を担う体制が敷かれた。

なぜ国軍はクーデターを実行したのか。大きな
理由は国軍側が主張する「選挙不正」への対応が
なされなかったことであった。投票名簿よりも実
際には多くの投票があり，国軍が選挙管理委員会
に問題解決を求めたものの受け入れられなかった
ことが強調されている。したがって，国軍からす
れば今回の政変は「クーデター」と呼びうるもの
ではなく，2008 年憲法に従った合法的なものと
位置づけられる（この点から軍政は「クーデター」
や「軍事政権」と称しないよう国内外のメディア
に通達している） 2）。

軍政は非常事態宣言を発令した後，夜間外出禁
止令や集会禁止令，個人情報保護法の改正により
市民の自由を一部停止する措置を発表した。情報
統制を強化し，ビルマで最も普及するソーシャル
ネットワーキングサービスである Facebook のア
クセス制限などを課した。現地メディアのミジマ

（Mizzima）やビルマ民主の声（DVB: Democratic 
Voice of Burma）など5社の放送免許を取り消し，
日刊民間紙の発刊も停止となった。

クーデターに対する抗議行動は様々な形態で始
まった。毎晩行われる鍋やフライパンなど金属類
の打ち鳴らし（悪霊退散を意味する），女性のタ
メイン（巻きスカート）を道路につりさげた治安
部隊の侵入防止（女性のタメインの下をくぐると
男性の徳が下がるという伝承がある），車両故障
に見せた道路封鎖などが行われながら，抗議行動
は路上に広まっていった。医療従事者の職務放棄
か ら 端 を 発 し た 市 民 不 服 従 運 動（CDM: Civil 
Disobedience Movement）は他職種でも展開さ
れ，企業，工場，銀行，商店，学校なども次々と
活動を停止し，ビルマ国内の政治・経済・社会活
動は機能不全に陥った。そして 2 月 22 日には
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「22222」運動と呼ばれる大規模な抗議行動が世界
的に展開された（かつて 1988 年 8 月 8 日に始まっ
た民主化運動が「8888」運動と称されることから，
同じ数字が並ぶ同日が選ばれたとされる）。また
3 月 27 日の国軍記念日（アウンサン将軍が日本
軍による占領に対して一斉蜂起した日）や，5 月
2 日には「春の革命（Spring Revolution）」と称
する大規模な抗議行動が発生した。タイや香港な
どアジア地域で生じた民主化要求運動と連帯する

「ミルクティー同盟」運動もみられた。人差し指・
中指・薬指の三本指を立てる仕草で軍政支配に抗
議の意思を示しつつ，自然発生的に生じた抗議行
動はいまや大きなうねりとなって広まっている。

当初は非暴力的手段による抗議行動が中心で
あったが，国軍側での武器使用が始まり，暴力的
な衝突が多数生じている。ビルマ政治囚協会

（AAPP: Assistance Association for Political 
Prisoners, Burma）の記録によれば，クーデター
発生から 11 月 11 日の間に逮捕者 10034 名，犠牲
者 1253 名を出すに至る［Assistance Association 
for Political Prisoners, Burma, n.d.］。

軍政の圧力に対し，民主派は独自に政治組織を
形成して抵抗を続けている。クーデターが発生し
て 4 日後の 2 月 5 日に，2020 年国政選挙で当選
して国軍の拘束を逃れた国会議員が構成する連邦
議 会 代 表 委 員 会（CRPH: The Committee 

表 1　2021 年軍事クーデター発生後の主な出来事（2月から 10月まで）

日付 出来事

2 月 1 日 軍事クーデター発生，NLD 政権与党幹部を拘束，非常事態宣言発出など。（日本）渋谷で抗議デ
モ発生。

4 日 軍政，Facebook へのアクセスを制限。
5 日 （日本）キリン，現地企業との合弁事業解消を発表。
9 日 軍政，ヤンゴン地域での夜間外出禁止令と集会禁止令を発表。

13 日 軍政，憲法 420 条に基づき個人情報保護法の改正などで市民の自由の一時停止を発表。
22 日 全国的なゼネラルストライキ（「22222」運動）が発生。

3 月 3 日 連邦議会代表委員会（CRPH）が，暫定閣僚名簿を発表。
6 日 （日本）駐日ビルマ大使館職員が市民不服従運動（CDM）参加を表明。
8 日 メ デ ィ ア 5 社（7Day News，Myanmar Now，Mizzima，DVB〈 ビ ル マ 民 主 の 声 〉，Khit Thit 

News）の免許剥奪。
22 日 軍政，連邦議会代表委員会（CRPH）を非合法組織と認定。
26 日 （日本）在日ミャンマー市民協会と Human Rights Now が連名で法務省と外務省に申し入れ。
27 日 「国軍記念日」に各地で衝突が多数発生。

4 月 16 日 連邦議会代表委員会（CRPH）が統一政府（NUG）樹立を宣言。
24 日 ASEAN 首脳会議にミンアウンフライン国軍最高司令官出席。ミャンマー問題で 5 項目の議長声明

を発表。
25 日 （日本）CPRH サポートジャパン設立総会。

5 月 2 日 世界各地で抗議行動（通称「春の革命〈Spring Revolution〉」）が広まる。（日本）東京，名古屋，
大阪，神戸などで実施。

5 日 統一政府（NUG），独自の国民防衛隊を結成。
21 日 国軍が指名した選挙管理委員会が NLD 解党方針を発表。
28 日 （日本）法務省出入国在留管理庁が滞日ビルマ人に対する「緊急避難措置」を発表。

7 月 27 日 国軍が指名した選挙管理委員会が 2020 年 11 月総選挙の無効を発表。
8 月 1 日 国家統治評議会（SAC）が暫定政府の発足を宣言。ミンアウンフライン最高司令官が暫定政府首

相に就任。
17 日 統一政府（NUG）が軍政に対して宣戦布告を宣言。
20 日 （日本）滞在中のビルマ人サッカー選手が難民認定を受ける。

10 月 8 日 欧州議会 27 か国，統一政府（NUG）と連邦議会代表委員会（CRPH）をビルマの政治代表と認める。
24 日 ASEAN 首脳会議にてビルマからは政府代表ではなく事務代表を招待すると決定。軍政は同会議を

欠席。
出典：『朝日新聞』『読売新聞』『ミャンマージャポン』及び現地紙などをもとに筆者作成。
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Representing Pyidaungsu Hluttaw）が結成さ
れた。連邦議会代表委員会は 3 月 31 日に 2008
年憲法の停止を発表し，4 月 16 日には国民統一
政 府（NUG: National Unity Government of 
the Republic of the Union of Myanmar）の樹
立を宣言した。統一政府と連邦議会代表委員会は，
2020 年国政選挙の正当性を後ろ盾に，民主派の
代表的な政治組織として国内外で民主派への協力
を求めて行動を続けている。

これに対して軍政側は反発を強め，民主派組織
を非合法組織と認定した。5 月にはアウンサン
スーチー氏を無線機を許可なく輸入したとして輸
入法違反で訴追し，7 月には軍政が指名した選挙
管理委員会が 2020 年国政選挙の結果が無効であ
ると発表した。8 月 1 日にはミンアウンフライン
国軍最高司令官が暫定政権首相となる人事が発表
され，2023 年 8 月までの再度の総選挙実施を表
明するなど，現政権の権威付けや統治の既成事実
化を進めている。

国際社会では，軍政側と民主派側との間でバラ
ンスを図りながらの外交が続いている。米国は 2
月と 7 月にミンアウンフライン氏など国軍幹部や
国軍政府の閣僚ら特定個人と国軍の資金源となる
企業数社に対して経済制裁を科し，民主化の後退
に強い懸念を示した。同じく経済制裁を科す EU
も，欧州議会にて統一政府の正当性を承認してい
る。国連では，NLD 政権が指名した国連大使の
交代を求める軍政側と現大使の留任を求める民主
派側からの要望が対立し，本稿執筆時点でも審議
は継続中である。

ASEAN の動きを見ると，4 月 24 日の臨時首脳
会議にミンアウンフライン総司令官が出席し，
ASEAN 側は国内の暴力行為の即時停止，関係者
間での建設的対話の開始，ASEAN 特使のビルマ
訪問など 5 項目の順守をビルマ政府に求めた

［ASEAN 2021］。しかし ASEAN 特使のビルマ訪
問が進まないことから，10 月 15 日の ASEAN 緊
急外相会議で同月下旬の ASEAN 首脳会議にビル
マ政府代表ではなく，事務代表者（non-political 
representative）として外務省高官を招待する決
定を行い，事実上，軍政の会議参加を求めない措

置とした。軍政側は ASEAN による今回の決定が
ASEAN 憲章にある加盟国の内政不干渉や全会一
致の原則に反する憲章違反だとする声明を続けて発
表し［Ministry of Foreign Affairs of the Republic 
of the Union of Myanmar 2021a, 2021b］，
ASEAN 首脳会議の参加をボイコットしている。

3．軍事クーデター直後の滞日ビルマ人
の政治的トランスナショナリズム

3.1. グローバルな抗議行動の発生と共鳴
では，軍事クーデター発生後に，滞日ビルマ人

はどのような抗議行動に出たのか。出身国の政治
体制に向けた行動を指す「出身国政治」に関する
行動から見ていこう。

まず何よりも世界同時的・多発的な在外ビルマ
人による抗議行動の発生と共鳴がある。すでに
クーデター当日午前には，Facebook にて滞日ビ
ルマ人から軍事クーデターに対する抗議行動を呼
びかける投稿があった。滞日ビルマ人による抗議
行動は札幌，東京，名古屋，岡山，福岡などで数
十人から数千人規模で実施され，国軍による政権
掌握の承認拒否，経済援助の停止，ビルマに進出
した日系企業の撤退などを求めて抗議の意思が示
された。滞日ビルマ人が数多く集住する関東圏で
の取り組みを見ると，当時の深刻な感染症の広ま
りから沈黙による「サイレント・デモ」が実施さ
れたり，現地ビルマの写真展などが都内で開催さ
れたりした。国連大学，外務省，米国大使館やビ
ルマ関連団体の周辺で数多くの滞日ビルマ人が抗
議の声を上げ続けている。

なぜこれほど多くのビルマ人が日本各地で抗議
行動に参加することになったのか。ここで民政移
管後に進んだビルマの海外就労政策の拡大を指摘
しておきたい 3）。ティンセイン政権期より拡大し
始めた海外就労政策は NLD 政権でも推進され，
感染症拡大前の 2019 年時点で在外ビルマ人は
370 万人規模に達し，非正規移民を含めるとさら
に多くの在外ビルマ人が海外に居住するように
なった。視線を日本に向けると，滞日ビルマ人は
民政移管前である 2010 年末の 8577 人から 2019
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年末の 33790 人へと 4 倍近く増加した（『在留外
国人統計』より）。これは技能実習生（13118 人）
と留学生（5429 人）の急増が原因であり，いま
や技能実習生と留学生で滞日ビルマ人の半数を占
めるほどである。とくに技能実習生の就労先が日
本各地に拡大したことで，滞日ビルマ人の滞在地
も各地域に展開した。こうした海外就労政策に伴
う国際人口移動の拡大と地域的な拡散は抗議行動
を担う滞日ビルマ人が日本各地で見られる基盤を
作り出した。これら技能実習生や留学生の多くは
20 歳代から 30 歳代の若者層であり，彼らは物心
が着いた頃に民政移管を経験し様々な自由を経験
して成長した世代に当たる。若者層にとって軍政
が実施した情報統制などによる自由の制限は，彼
／女らの不満を高めるものになった。こうした背
景もあり滞日ビルマ人の抗議行動は若者の支持者
を獲得しつつ各地で展開することとなった。

二つ目に，インターネットの普及に代表される
情報通信環境の拡大がある。ビルマの特異性とし
て，ビルマ国内でこの 10 年足らずで急速に情報
環境の整備とインターネット利用が進んだことが
指摘できる［中西 2020］。長くビルマでは情報統
制が敷かれてきたが，2011 年ティンセイン政権
で大きく緩和が進んだ。他国に比べて圧倒的に低
かった携帯電話加入率は急速に高まり，2020 年
1 月時点で総人口 5400 万人よりも多い 6824 万人
が携帯電話を保持している［Hootsuite 2020］。
多くはスマートフォンであり，ソーシャルメディ
アの活用が顕著である。2020 年 1 月時点でのソー
シャルメディア利用者数は 2200 万人と総人口の
41％であり，このうち 2100 万人が Facebook ユー
ザーとされ，ソーシャルネットワーキングにおい
て Facebook 利 用 者 は 圧 倒 的 な 多 さ で あ る

［Hootsuite 2020，中西 2020: 128 も参照］。ビル
マ国内で情報通信環境が整備され，個々人がイン
ターネット空間にアクセス可能となったことは，
なによりビルマ国内の出来事を個人が国外に発信
可能な状況を生み出した。そして多くの滞日ビル
マ人（とりわけデジタル環境にも通じ「Z 世代」
と呼ばれる若者世代）は出身国の家族や友人から
連 日 の よ う に 送 信 さ れ る 国 内 情 報 を 自 身 の

Facebook で共有して拡散してきた。インター
ネットを介して得られる現地の最新情報は，滞日
ビルマ人の抗議行動を続ける貴重な資源として活
用され続けることになる。

三つ目に，滞日ビルマ人が行う資金や物資の調
達がある。この間に滞日ビルマ人の間では市民不
服従運動（CDM）に参加して給与が未払いとな
る公務員への寄付の呼びかけ，街頭や講演会，料
理教室・文化行事など小規模な集まりや集会での
募金集め，統一政府支援を目的とした有志による
サッカー大会の開催や，「春の革命」と題した飲
食店経営（『朝日新聞』2021 年 8 月 14 日付）など，
形態は様々にファンドレイズが続けられている。
収集されるものは資金に限らず，ビルマ国内で感
染症が急拡大した際には寄付金に加えて医療器具
なども送られた。軍事クーデターで深刻な被害に
直面した少数民族出身者のなかでは，故郷に直接
支援を訴えて活動するグループもある。小規模な
ものが多いとみられるが，滞日ビルマ人は主体や
方法も様々に出身国に向けた資本や物資の調達を
続けている。

今回の軍事クーデター直後にメディアで盛んに
報道されたように，滞日ビルマ人による抗議行動
は日本各地でみられた行動であった。海外就労政
策の拡大と若者支持者の獲得，情報通信環境の整
備と情報の活用，多様な主体及び形態による資本
調達などが行われ，ヒト・情報・資本の獲得を通
じて抗議行動は日本国内外で展開をみせるのであ
る。

3.2. ネットワークの活用と外交圧力への期待
これらに加えて，草の根レベルの政治行動を超

えた動きも模索されている。滞日ビルマ系コミュ
ニティでは，すでに 1990 年代から政治難民が中
心となって政治団体が組織され，軍政に対する抗
議行動が行われてきた［人見 2007］。その後ビル
マ系難民政治組織は，民政移管が進み NLD 政権
が樹立されたことで，次第に滞日ビルマ人の定住
問題にその関心を置き始めていた［人見 2017，
2021］。しかし軍事クーデター当日に抗議行動を
いち早く呼びかけたのは，ビルマ系政治難民が中
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心となって結成した「在日ミャンマー市民協会
（Myanmar Citizen Association in Japan）」 で
あった。ビルマ系難民はこれまでに構築してきた
人的ネットワークを活用して，日本における抗議
行動の一翼を担うことになる。

滞日ビルマ系難民の人的資源を活用した動きと
して，日本のアクターと民主派組織との仲介が指
摘できよう。2021 年 5 月 26 日に日本の国会議員
による「ミャンマーの民主化を支援する議員連盟」
とビルマ民主派政府との間で「ミャンマー国民統
一政府（NUG）との第一回オンライン会議」（ミャ
ンマー民主化を支援する議員連盟主催・オンライ
ン開催）が開かれた。同会合では，統一政府から
Duwa Lashi La 副 大 統 領，Mahn Winnn 
Khaing Thann 首相，Zin Mar Aung 外相らがオ
ンラインにて出席し，民主派政府の立ち上げ経緯，
クーデターの非正当性，日本政府を含む外国政府
からの介入，国内避難民など人道危機に対する支
援，民主派政府の政府代表としての承認などが求
められた。同日付の共同声明文には，統一政府及
び連邦議会代表委員会のビルマ代表政府および議
会としての承認，日本政府に対する政府開発援助

（ODA）や官民の開発投融資の一時停止，滞日ビ
ルマ人に対する難民認定を含んだ積極的な保護や
支援措置の実施などが記された（ミャンマー国民
統一政府〈NUG〉及びミャンマーの民主化を支
援する議員連盟「共同声明文」より）。オフライ
ンで参加した日本側からは，与野党から国会議員
が参加するとともに，ロヒンギャ系難民を含む在
日ビルマ系難民組織の幹部が参加した。その後に
議員連盟から外務省への要望書の提出がなされる
とともに，2021 年 6 月 8 日に衆議院で，6 月 11
日に参議院で軍事クーデターを非難する国会決議

「ミャンマーにおける軍事クーデターを非難し，
民主的な政治体制の早期回復を求める決議案」が
審議され，国軍によるクーデターを非難し国軍に
よる現体制の正当性を認めないとしつつ，民間人
に対する暴力行為の即時停止，アウンサンスー
チー氏ら不当に拘束された人々の即時解放，民主
的な政治体制の早期回復を求める決議が採択され
た［衆議院 2021，参議院 2021］。

議員連盟と民主派政府との橋渡しの実現は，す
でにビルマ系難民と国会議員との連携があったこ
とが活かされている。実質的な統治機構を持たな
い民主派政府が外交活動を行うに制約があるな
か，難民集団が民主派政府の「外交官」として機
能した動きと言えよう。滞日ビルマ系難民が培っ
てきた人脈は抗議行動を広げる資源として活用さ
れた。これは同時に，議員連盟にとってもビルマ
系難民及び民主派政府との関係構築が民主派政府
の樹立時の政治チャンネルの確保にもつながりう
るとすれば，これらの共同関係に外交的利益も生
じてこよう。議員連盟の行動は外務省が行う公式
な外交とは異なる位置づけとして意味を持つこと
にもなる。滞日ビルマ人は難民組織がこれまで
培ってきた人的ネットワークを資源として日本社
会のアクターとの連携から抗議行動の拡大を試み
ている。

3.3. 在外自国民の保護と「移民政治」の限界
最後に，滞日ビルマ人への出身国政府，とくに

民主派政府からの関与を検討したい。前節までの
「出身国政治」に対する「移民政治」の文脈である。
実質的な統治機構を持たず「サイバー政府」とも
称される民主派政府にとって，自身の支持者であ
る滞日ビルマ人の保護は大きな課題である。民主
派政権の代わりに行動する在外自国民が安全に行
動できなければ，民主派政府の活動は大きな制約
を受ける。実際に政治難民など長期在留が保障さ
れる一部の滞日ビルマ人を除けば，滞日ビルマ人
の大半は技能実習生と留学生という短期滞在者で
あり，軍事クーデターの影響が長期化すれば彼／
女らの法的処遇はいずれ課題となってくる。言い
換えれば，滞日ビルマ人が法的保護という資源を
獲得できなければ，今後の抗議行動の遂行に大き
な支障が生じてしまう。

この点に関して，2021 年 5 月 28 日に法務省出
入国在留管理庁が「本国情勢を踏まえた在留ミャ
ンマー人への緊急避難措置」を発表し，本国での
情勢不安を理由として日本での滞在を希望するビ
ルマ人に一時的な在留や就労を認める方針が示さ
れた［法務省出入国在留管理庁 2021］ 4）。同措置
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では「現在有する在留資格の活動を満了した者で，
在留を希望する者」かつ「自己の責めに帰すべき
事情によらず，現に有する在留資格の活動を満了
せず，在留を希望する者」は，①「特定活動」（6
か月，就労可），もしくは特定技能の業務に必要
な技能を身に着けたい者は，②「特定活動（1 年・
就労可で，特定産業分野〈介護・農業などの 14
分野〉で就労可）」が付与される。また「自己の
責めに帰すべき事情により，現に有する在留資格
の活動を満了せず，在留を希望する者」は，③「特
定活動（6 か月，週 28 時間以内の就労可）」が付
与されることになった。①②③のいずれも本国情
勢が改善しない場合は更新可とされている。また

「難民認定申請者については，審査を迅速に行い，
難民該当性が認められる場合には適切に難民認定
し，難民該当性が認められない場合でも，上記（緊
急避難措置）と同様に緊急避難措置として在留や
就労を認めること」となった 5）。

ここで見る通り緊急避難措置は一時的措置と位
置づけられ，長期的保護に踏み込むものではない。
ビルマの不安定な政治状況の長期化が見込まれる
なか，滞日ビルマ人の今後の法的保護の在り方に
は検討の余地が生じよう。また在留資格の活動を
満了したかどうか，自己の責めに帰すべき事情が
あるかどうかで法的処遇が異なり，就労許可時間
に格差が設けられた。加えて同措置は非正規滞在
者が対象外となり，非正規状態の滞日ビルマ人の
法的地位は依然として不安定なままである。政治
難民に対する配慮は明示的ではなく，積極的な保
護を求める声も出ているなど［渡邉 2021］，在外
自国民保護の課題は依然として残っている。

しかしながら，移民受入国で在外自国民に提供
できる法的保護は，移民受入国の権限（国家主権）
に属するものだ。移民出身国，ここでは民主派政
府は在外自国民の保護を要望することはできて
も，その枠組みや実行は移民受入国政府である日
本政府に委ねざるを得ない。出身国政府が移民受
入国に滞在する在外自国民への関与を求める「移
民政治」は，国境を越える現象であるがゆえに出
身国側の主権が及ぶ範囲には限界がある。滞日ビ
ルマ人からすれば，法的保護という資源を引き出

すなかで越境性という障壁の存在が改めて浮き彫
りとなっている。

4．考察と今後の課題

本稿は 2021 年軍事クーデター直後の滞日ビル
マ人の抗議行動に着目し，彼／女らの抗議行動が
いかなる資源を獲得しながら展開してきたのかを
論じてきた。その結果をまとめると，以下のよう
になろう。

まず出身国政治の観点から，世界各地の在外ビ
ルマ人に呼応した滞日ビルマ人の抗議行動に着目
した。日本各地で多くの滞日ビルマ人が抗議行動
に参加した背景に，ひとつに民政移管後の海外就
労の急拡大があった。日本では技能実習生・留学
生の急増として現れ，とくに技能実習生の拡大は
滞日ビルマ人の居住地を全国的に展開させるもの
となった。技能実習生や留学生の多くは民政移管
で生じた自由な社会環境を体験して成長した若者
層である。軍事クーデターによる様々な制限の導
入は彼／女らに大きな反発を抱かせるものとな
り，滞日ビルマ人若者層の支持を得ながら抗議行
動は全国各地で展開するものとなった。

二つ目に，情報通信環境の整備と情報の活用が
あった。民政移管後の携帯電話保有率の急上昇や
ソ ー シ ャ ル ネ ッ ト ワ ー ク サ ー ビ ス（ と く に
Facebook）へのアクセス拡大から，ビルマ国内
で個々人による情報発信が可能となっている。滞
日ビルマ人は投稿や情報を共有して世界各地に拡
散し，抗議行動の展開に活用した。インターネッ
トを介した国内外のつながりは各地のビルマ人を
結びつけ抗議行動を展開し継続するうえで欠かせ
ない資源となっている。

三つ目に，様々な形態での資金調達が生じてい
る。街頭募金や各種集会での募金や寄付の呼びか
け，スポーツ大会や飲食店経営などを通じた資本
や物資の調達は，滞日ビルマ人の様々な集団にて
実施されている。ファンドレイズの主体や形態は
様々ではあるが，草の根レベルの取り組みは国内
外の抗議行動を支えている。

四つ目に，主に滞日ビルマ系難民の人的ネット
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ワークが資源となり，抗議行動を広げる試みが見
られる。滞日ビルマ人の難民組織幹部が仲介役と
なって民主派政府と日本の民主化支援議員連盟と
のオンライン会談が実現し，外務省への要望書提
出や国会での非難決議につなげられた。他方で議
員連盟の外交が民主派組織との政治チャネルの形
成になりうると読み込むならば，議員連盟と滞日
ビルマ人との連携は外交的利益を生み出す可能性
を持つ。様々な利害が交錯しうるなかで，滞日ビ
ルマ人の抗議行動の拡大が試みられている。

五つ目に，移民政治の文脈から，民主派政府の
立場から見た滞日ビルマ人の法的保護に着目し
た。民主派政府にとって自身の有力な支持集団で
ある滞日ビルマ人が法的保護を享受して安定して
行動できることが望ましい。実際に滞日ビルマ人
に対する緊急避難措置が発表され，一時的な滞在
資格の更新が容認されている。そこには在留状況
に基づく法的処遇の格差などがあり，在外自国民
の法的保護としては課題が残る。しかし，法的保
護の実施は日本政府側の権限に属し，民主派組織
の要望には限界が生じざるを得ない。滞日ビルマ
人は法的保護という資源を引き出すうえでの制約
に直面している。

上述の出身国政治および移民政治が示すよう
に，滞日ビルマ人の抗議行動は国境を越えて展開
している。国境を越えたヒト，情報，資本の積極
的な活用は，滞日ビルマ人の抗議行動を実施する
上で欠かせないものである。しかし出身国政治か
ら見ると，抗議主体である滞日ビルマ人が日本と
いう他国に所在するがゆえにビルマ軍政に対する
抗議行動は遠隔的・間接的になってしまう。移民
政治からみると，民主派政府からは支援対象が日
本という他国に所在するがゆえに適切な法的保護
を提供できない問題に直面する。日本とビルマと
いう地理的領域が離れた箇所で展開する抗議行動
には越境に伴う様々な制約があることも見逃して
はならない。そして今後をみるに，継続的に抗議
行動の実施に必要な資源が獲得できるかどうかは
滞日ビルマ人の抗議行動の活性ないし衰退に大き
く影響しよう。滞日ビルマ人の抗議行動に対する
軍政からの規制や国際社会のビルマ問題への対応

も，今後のビルマ人の抗議行動の盛衰を規定しう
る。本稿は感染症の拡大という制約から滞日ビル
マ人が獲得する資源の考察は部分的なもの留まっ
ている。他の関連アクターとの連携や利害の分析
などは今後の課題としたい。

最後に社会イノベーションの観点から本研究を
捉え返したい。イノベーションを社会変革として
捉えるとき，滞日ビルマ人による政治的トランス
ナショナリズムは本国政権の在り方をめぐり出身
国社会に変革を迫るものだ。国際移民（在外自国
民）は移民受入国で抗議行動の展開に必要な資源
を獲得しながら，出身国政治の民主化・自由化を
求める。国際移民（在外自国民）は本国政権に対
する圧力集団化する側面を持ち，本国政権に新た
なイノベーションをもたらし政治構造に変化を迫
る外部要因ともなるだろう。しかし政治行動が国
境を越えて生じるために，目的達成に至るまでの
障壁も少なくない。在外自国民の政治的影響力が
今後本国政治に社会改革を迫るのかどうか。移民
集団（在外自国民）が社会変革に果たす役割を今
後も検討する必要は大きいものと思われる。

注
1）こうした公式な制度形成に限らず，移民や難民が出身

国の地域社会に投資や開発援助を行い地域社会で権力を
蓄えるなどローカルな文脈で政治的影響を持つ越境的な
地域政治（Trans-local Politics）が発生することもある。

2）軍事クーデターの発生をめぐって，例えば工藤［2021］
はアウンサンスーチー氏と国軍側とをつなぐパイプ役
だったティンセイン元大統領やシュエマン元下院議長が
2020 年国政選挙で引退・落選して両者の協力関係が保
てなかったこと，アウンサンスーチー氏がクーデターの
実現性を認識できなかったこと，ミンアウンフライン氏
が国民の反発を見誤ったことなどを指摘している。長田

［2021a，2021b］は，軍の権益が NLD 政権によって脅
かされているとする軍側の認識，ミンアウンフライン司
令官の定年や政治家転身という個人的な事情，クーデ
ター発生による影響の過小評価を指摘している。

3）民政移管後のビルマの出移民政策の現状は，別稿で論
じる予定である。

4）韓国でも 2021 年 3 月に在韓ビルマ人に対する特別滞
在措置が出されている。

5）難民認定に関しては，元サッカービルマ代表選手が難
民申請を行い，五輪閉幕後に難民認定を受けている（『朝
日新聞』2021 年 8 月 20 日）。

付記
本稿は，2021 年 11 月 25 日時点での情報に基づき執筆
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したものである。
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